
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対策商品券支給事業

①物価高騰等に直面する生活者への支援のため、全市民
に食料品購入にも使用可能な商品券を支給
②商品券支給及び事務費
③商品券104,000人×6千円、事務費 116,319千円（時間外
手当、需用費、役務費、委託料、使用料）
④全市民、困窮世帯への追加支援

R8.1 R8.4以降

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰対策子育ち応援事業

①物価高騰等に直面する子育て世帯の子育ち応援のた
め、18歳以下の子どもへギフトカードを支給
②ギフトカード支給及び事務費
③ギフトカード15,000枚×5千円、事務費22,401千円（時間
外手当、役務費、委託料、使用料）
④18歳以下の子どものいる世帯

R7.6 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食支援事業

①急激に価格が高騰している精米等分に対し、これまで通
りの栄養バランスや量を保った学校給食を提供し、かつ、
保護者等の負担軽減を図るため、１食当たり10～15円相
当を支援
②精米等高騰分（負担金）（教職員は除く）
③幼稚園：260人×10円×199日＝518千円
小学校：4,590人×15円×205日＝14,115千円
中学校：2,570人×15円×206日＝7,942千円
④園児、児童、生徒、保護者

R7.4 R8.3

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

公立保育園給食支援事業

①急激に価格が高騰している精米等分に対し、これまで通
りの栄養バランスや量を保った給食を提供し、かつ、保護
者等の負担軽減を図るため、１食当たり31.8円相当を支援
②高騰した食材料費、補助金（職員は除く）
③公立保育園：830人×31.8円×264日＝6,969千円
指定管理園：168人×31.8円×264日＝1,411千円
④園児、保護者、指定管理者

R7.4 R8.3

5

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

私立保育所及び私立幼稚園等物価
高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けて
いる市内私立保育所・幼稚園等が質を保ったサービス提
供を継続できるよう支援
②補助金
③小規模保育事業：7園×100千円＝700千円
保育所3園、認定こども園4園、幼稚園4園：11園×200千円
＝2,200千円
④市内私立保育園、認定こども園、幼稚園、小規模保育
事業者

R7.6 R8.3

6

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

障がい福祉サービス事業所等物価高
騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けて
いる市内障がい福祉サービス事業者等が質を保ったサー
ビス提供を継続できるよう支援
②補助金
③１．訪問系・相談支援事業所
　14事業者×100千円＝1,400千円
２．通所・障がい児通所事業所
　69事業者×200千円＝13,800千円
３．入所系
　定員9人以下　11施設×200千円＝2,200千円
　定員10人以上49人以下　9施設×300千円＝2,700千円
　定員50人以上　2施設×500千円＝1,000千円
４．補装具事業者
　17事業者×100千円＝1,700千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

7

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

高齢者福祉施設等物価高騰対策支
援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けて
いる市内高齢者福祉施設等が質を保ったサービス提供を
継続できるよう支援
②補助金
③１．居宅・訪問系事業所
　　87施設×100千円＝8,700千円
２．通所事業所
　　54施設×200千円＝10,800千円
３．入所系事業所
　定員9人以下　5施設×200千円＝1,000千円
　定員10人以上49人以下　24施設×300千円＝7,200千円
　定員50人以上　14施設×500千円＝7,000千円
④対象事業者

R7.6 R8.3
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8

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

医療機関等物価高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けて
いる市内医療関係機関等が質を保ったサービス提供を継
続できるよう支援
②補助金
③１．診療所・病院
　病床なし　69件×100千円＝6,900千円
　1床～49床以下　7件×200千円＝1,400千円
　50床以上99床以下　2件×300千円＝600千円
　100床以上　2件×500千円＝1,000千円
２．歯科医院
　55件×100千円＝5,500千円
３．薬局
　64件×100千円＝6,400千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

9
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

農業者等物価高騰対策支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けて
いる市内の認定農業者、認定新規就農者、施設園芸農
家、畜産農家及び農事組合法人等の負担を軽減し、経営
の安定化を図るため支援
②補助金
③動力光熱費の20％（上限額個人500千円、法人1,000千
円）　（ただし、上下水道料金を除く）
想定動力光熱費17,550千円×20％＝3,510千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

10
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

工業用ＬＰガス価格高騰対策支援事
業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰の影響を受けてい
る市内の陶磁器製造事業者に対し、経営の安定化を図る
ため、工業用ＬＰガスを燃料として使用する経費の一部を
支援
②補助金
③任意の2ヶ月×1/2（上限400千円）
100千円×35社＝3,500千円、200千円×15社＝3,000千
円、300千円×5社＝1,500千円、400千円×30社＝12,000
千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

11
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

貨物自動車運送事業燃料高騰対策
支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰等の影響を受けて
いる市内中小の運送事業者の経営安定化を図り、社会イ
ンフラとして重要なサービスを継続できるよう支援
②補助金
③軽自動車 3,500円×19台＝66.5千円
小型貨物 5,000円×48台＝240千円
中型貨物 19,500円×153台＝2983.5千円
大型貨物 34,000円×315台＝10,710千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

12
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

路線バス事業燃料高騰対策支援事
業

①エネルギー等価格高騰の影響を受けている路線バス事
業者に対し、市民生活や経済活動に不可欠な交通手段の
確保及びバス事業者の経営安定を図るため、燃料高騰分
を支援
②補助金
③年間走行距離(㎞)×燃料高騰分(円/ℓ)÷平均燃費（㎞/
ℓ)
280,000km×29.7円/ℓ÷2.5km/ℓ＝3,327千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

13
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

自主運行バス事業燃料高騰対策支
援事業

①エネルギー等価格高騰の影響を受けている自主運行バ
ス事業者に対し、市民生活や経済活動に不可欠な交通手
段の確保及びバス事業者の経営安定を図るため、燃料高
騰分を支援
②補助金
③年間走行距離(㎞)×燃料高騰分(円/ℓ)÷平均燃費（㎞/
ℓ)
120,000km×29.7円/ℓ÷3.6km/ℓ＝990千円
④対象事業者

R7.6 R8.3

14
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

地域内交通事業燃料費高騰対策支
援事業

①エネルギー等価格高騰の影響を受けている地域内交通
事業者に対し、市民生活や経済活動に不可欠な交通手段
の確保及び事業者の経営安定を図るため、燃料高騰分を
支援
②補助金
③燃料使用量ℓ×燃料高騰分(円/ℓ)×12ヶ月
3,000ℓ/月×29.7円/ℓ×12ヶ月＝1,070千円
④対象事業者

R7.6 R8.3
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⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

燃料費等高騰対策指定管理者緊急
支援事業（国R7予備費分）

①エネルギー等高騰の影響を受けている指定管理者に対
し燃料高騰分を支援
②補助金
③R6年度燃料費-R3年度燃料費（火葬場:R6年度燃料費-
R4年度燃料費）
総合福祉ｾﾝﾀｰ2,728千円、かさはら福祉ｾﾝﾀｰ1,346千円、
保育園1,488千円、児童館等530千円、ｻﾝﾎｰﾑ滝呂・ふれ
あいｾﾝﾀｰ姫2,206千円、文化工房162千円、美濃焼ﾐｭｰｼﾞｱ
ﾑ1,127千円、ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ1,334千円、産業文化ｾﾝ
ﾀｰ5,122千円、火葬場119千円、文化会館5,873千円、市民
の里1,744千円、公民館等6,732千円、笠原中央公民館
3,613千円、学習館6,145千円、子ども情報センター137千
円、体育施設1,127千円、体育館1,107千円　合計42,640千
円　の内　R7予備費充当分40,877千円
④指定管理者

R7.9 R8.3

16

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

燃料費等高騰対策指定管理者緊急
支援事業（国R6補正分）

①エネルギー等高騰の影響を受けている指定管理者に対
し燃料高騰分を支援
②補助金
③R6年度燃料費-R3年度燃料費（火葬場:R6年度燃料費-
R4年度燃料費）
総合福祉ｾﾝﾀｰ2,728千円、かさはら福祉ｾﾝﾀｰ1,346千円、
保育園1,488千円、児童館等530千円、ｻﾝﾎｰﾑ滝呂・ふれ
あいｾﾝﾀｰ姫2,206千円、文化工房162千円、美濃焼ﾐｭｰｼﾞｱ
ﾑ1,127千円、ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ1,334千円、産業文化ｾﾝ
ﾀｰ5,122千円、火葬場119千円、文化会館5,873千円、市民
の里1,744千円、公民館等6,732千円、笠原中央公民館
3,613千円、学習館6,145千円、子ども情報センター137千
円、体育施設1,127千円、体育館1,107千円　合計42,640千
円　の内　R6補正予算充当分1,763千円
④指定管理者

R7.9 R8.3

17

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

小中学校エネルギー高騰対策支援事
業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により燃料費等が
増加する中、児童生徒の適切な学習環境を維持し、安定し
た学校運営を図るため燃料費等を支援
②需用費
③小学校　Ｒ7見込額119,840千円-R3実績74,662千円＝
45,178千円、中学校　Ｒ7見込額73,885千円-R3実績36,610
千円＝37,275千円
④児童、生徒、市立小・中学校

R7.4 R8.3

18

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

幼稚園・保育園エネルギー高騰対策
支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により燃料費等が
増加する中、園児の適切な保育・学習環境を維持し、安定
した運営を図るため燃料費等を支援
②需用費
③Ｒ7見込額-R3実績
保育園　Ｒ7見込額24,434千円-R3実績15,835千円＝8,599
千円、幼稚園　Ｒ7見込額5,193千円-R3実績3,376千円＝
1,817千円
④園児、市立保育園・幼稚園

R7.4 R8.3

19

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

県指定管理施設（セラミックパーク
MINO）支援事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰により、施設運営に
影響がでている県指定管理施設へ燃料高騰分を岐阜県、
多治見市、土岐市、瑞浪市で支援
②負担金
③R7年度見込額-R7年度予算額＝16,629千円
16,629千円×51.93％（多治見市負担割合）＝8,635千円
④（公財）セラミックパーク美濃

R7.4 R8.4以降
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